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はじめに 

パリ協定が 2016 年 11 月に発効した。同協定は“地球の平均気温の上昇を 2℃より十分下方に保持し、1.5℃

に抑える努力を追及する1”ことを目的としている。日本において、温室効果ガス排出量目標は「地球温暖化

対策実行計画」に基づき“2030 年度に 2013 年度比で温室効果ガス排出量を 26％削減”することとなってい

る。2015 年度エネルギー起源 CO2 排出量は 11 億 4,900 万 t-CO2 であり、図 1 より部門別排出量でみると業

務その他部門が 2005 年度比で約 1割増加しており、対策が急務となっている。また、エネルギーの使用の合

理化等に関する法律（以降、省エネ法）から業務部門をみると、中長期計画書・定期報告書の提出等で行っ

ている規制は、年間エネルギー使用量が原油換算 1,500kL 以上となる大規模事業者・事業所が対象となって

いる。図 2 よりその割合は全体の 4 割程度であり、残りの 6 割である中小企業に対しての規制はできていな

い。したがって、業務部門の中でも特に中小企業に対する省エネルギーを支援する必要がある。 

本稿では省エネルギー活動を行うにあたり、基本となる省エネルギー診断の現状と課題について解説する。 

        
図 1 部門別エネルギー起源 CO2 排出量の推移2    図 2 省エネ法の規制対象のカバー率3 

                              
1 環境省．平成 29 年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書 P.30 
2 環境省．平成 29 年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書 P.117 図 1-1-6 をもとに当社作成 
3 経済産業省．“省エネルギー政策の動向 2016 年以降の展開”をもとに当社作成 
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1. 省エネルギー診断について 

1.1. 省エネルギー診断とは 

省エネルギー診断（以降、省エネ診断）とは、事業所のエネルギー使用状況や管理運営状況を把握、分析

し、現地踏査を行い設備機器の運用改善や機器更新を提案し、エネルギー削減対策を提案するものである。

診断を行う者は、社内・社外の専門家が考えられる。社内の場合は、主に工場の生産技術系の技術者がチ

ームを作り、行っている事例が多い。社外の場合は、特に社内で技術系社員を有していない業務系建物の

ケースが多く考えられるが、ESCO（エスコ：Energy Service Companies 省エネルギーに関する包括的な

サービスを提供し、顧客の利益と地球環境の保全に貢献するビジネスで、省エネルギー効果の保証等によ

り顧客の省エネルギー効果の一部を報酬とする。）事業者、機器メーカー、計器メーカー、ゼネコン、サブ

コン、エネルギー会社、コンサルタント等が診断業務を行う。診断の流れは診断を行う者にもよるが、事

前調査→現地踏査→報告書作成→診断報告の流れが基本になる。図 3に診断フローの一例を示す。 

  

図 3 省エネ診断フロー4 

1.2. 省エネルギー診断等の種類 

省エネ診断は民間企業以外に、公的機関等においても実施されている。表 1にその一覧を示しているが、

省エネ診断の課題に対応しているものがあるので、省エネ診断に近いもの・関わるものも併せて記載して

いる。省エネ診断等の種類の内容を説明する前に、表 1 の中で CO2 削減ポテンシャル診断について説明し

ているので、“CO2 削減”と“省エネ”の違いを説明する。省エネ法で定義する「エネルギー」は、“燃料並

びに熱及び電気”であり、これらを有効に利用することを目的としている。CO2 排出量の算定式は、“活動

量×排出係数”となっており、活動量にあたる部分が「エネルギー」と考えることができる。活動量が同

じであれば、排出係数が小さい方が CO2 排出量を減らすことができる。他に同じような言葉として“節電”

があるが、これは最大需要電力を減らすということであり、図 4にその関係を示す。 

 

図 4 CO2 削減-省エネルギー-節電の関係5 

 

                              
4 当社作成 
5 当社作成 

節電→省エネルギー→CO2 削減 
は成り立つが、 

CO2 削減→省エネルギー→節電 
は成り立たない。 
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表 1 省エネルギー診断等の種類6 

事業名 所管 内 容 対 象 費用 備 考 

省エネルギー診断 

（事業スキーム） 

 

 

 

 

 

一般財団法人

省エネルギー 

センター 

運用改善策、簡単な投資、設備

投資の 3 つに分けた提案。 

・中小企業 

・年間エネルギー使

用量 100kL 以上

1,500kL 未満 

 

無料 他に節電診

断、講師派遣

も無料で行

っている。 

東京都地球

温暖化防止

活動推進セ

ンター 

（東京都 

環境公社） 

中小規模事業所に対し、技術専

門員が訪問し、エネルギー使用

状況を診断し光熱費削減のた

めの省エネに関する提案や技

術的な助言を行う。 

・東京都内の事業所 

・前年度の原油換算

エネルギー使用量

が 1,500kL 未満 

・国、地方公共団体

等でないこと 

 

無料  

(自治体例) 

川崎市 

エネルギー管理士等が事業所

を調査し、具体的な省エネルギ

ー対策を提案する。 

・川崎市内の事業所 

・中小規模事業所

（原油換算エネル

ギー使用量が

1,500kL 未満） 

 

無料  

(自治体例) 

東大阪市 

エネルギー使用状況を分析し、

エネルギー削減のための手法

やその削減効果を提案するサ

ービス。 

・東大阪市内の事業

所 

・中小企業 

・年間エネルギー使

用量 10kL 以上

100kL 未満 

 

無料  

CO2 削減ポテン 

シャル診断 

（事業スキーム） 

 

 

 

 

 

 

環境省 診断機関が設備の導入・運用状

況等を調査し、対策を提案し、

対策を行った場合の費用や削

減効果等の情報を提供する。診

断結果を報告会として受診事

業所に伝え、フォローアップも

行う。 

・年間 CO2 排出量

が 50t 以上 3,000t

未満の事業所 

補助金

事業 

 

エコチューニング 

（事業スキーム） 

 

 

 

 

 

環境省 温室効果ガスを削減するため、

建築物の快適性や生産性を確

保しつつ、設備機器・システム

の適切な運用改善を行うこと。

エコチューニングにおける運

用改善とは、エネルギーの使用

状況等を詳細に分析し、軽微な

投資で可能となる削減対策も

含め、設備機器・システムを適

切に運用すること。 

 

 

・業務その他部門の

建築物 

無料 

(下図 

参照) 

 

                              
6 一般財団法人省エネルギーセンター、東京都地球温暖化防止活動推進センター、川崎市、東大阪市、環境省、国土交通

省の HP をもとに、当社作成 

■補助金上限 

計測あり 100 万円 

計測なし  50 万円 

■費用に関して 

エコチューニング前 エコチューニング後

エネルギー
コスト

設備機器の
運用改善

事業所とエコ
チューニング
事業者で費用
を分けあう

削減
コスト
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省エネルギー相談 

地域プラット 

フォーム 

（事業者スキーム） 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 省エネ取組の PDCA の各段階

において、きめ細かな支援を行

う者を支援し、ひいては事業所

の省エネルギーに係る取組を

促すことを目的とする。 

・国内の中小企業等 

・省エネ診断を受診

済もしくは予定 

・資本金、従業員の

規定数以下の法人

若しくは個人事業

主または年間エネ

ルギー使用量が

1,500kL未満の事業

所 

無料  

エネマネ事業 

（事業スキーム） 

 

 

 

 

 

経済産業省 省エネ・電力ピーク対策に寄与

する設備等の導入に加え、

EMS（Energy Management 

System:エネルギーマネジメ

ントシステム）を導入し、エネ

ルギー管理支援サービスを通

じて事業所の省エネ・電力ピー

ク対策を支援する者をエネマ

ネ事業者と位置づけている。 

 

国内において事業

活動を営んでいる

法人及び個人事業

主であること、その

他 

補助金

事業 

 

 

最初に、省エネルギー診断としては、省エネルギーセンターが行っているものが一番知られている。実績

としては毎年 1,000 件程度の省エネ診断を実施している。他にも東京都環境公社である東京都地球温暖化防

止活動推進センター、地方自治体（ここでは川崎市と東大阪市を載せている。）でも実施されており、いずれ

も中小企業若しくは中小規模事業所向け、無料診断となっている。 

 次に、CO2 削減ポテンシャル診断事業がある。これは環境省による事業となっており、CO2 削減を目的とし

た診断を行っている。平成 29 年度の公募結果は、1,047 件となっており年々増加している。診断を行うのは

公募により登録された診断機関であり、その数は平成 29 年度では 135 となっている。計測のあり、なしで補

助金の上限金額が変わってくる。可能な範囲で診断後のフォローアップも行うこととなっている。 

 環境省の他の事業として、エコチューニング事業がある。これは省エネ診断とは異なり、エネルギー使用

量、運転状況のデータを詳細に分析して、設備機器・システムを最適な運転を行う（チューニングする）こ

とで温室効果ガス排出量の削減を行うものである。エコチューニングに係る費用は、エネルギー削減費から

まかなう。実績は平成 28 年度で 85 棟となっている。エコチューニングを行うには、エコチューニング事業

者に認定される必要があり、エコチューニング技術者の資格を有すること等の要件が規定されており、事業

者数は 83 となっている。なお、エコチューニングという言葉は、環境省の登録商標となっている。 

 経済産業省でも 2 つの事業を行っている。いずれも省エネ診断とは異なっているが紹介しておく。省エネ

ルギー相談地域プラットフォームは、全国各地の省エネ支援事業者が地域の専門家と協力して作る「省エネ

支援の連携体」（＝プラットフォーム事業者）となっており、省エネ活動（PDCA 活動）全般にわたって、プ

ラットフォーム事業者に相談することができる。省エネ診断を P（PLAN）と考えると、省エネプラットフォ

ーム事業では Pも含める場合もあるが、その後の D（DO）→ C（CHECK）→ A（ACTION）まで関わっている。

また、プラットフォーム事業者には省エネ専門家だけではなく、経営の専門家も含まれている。これは、省

エネ診断の課題のひとつである“診断後の対応”に対して考えられている。診断を行っても、提案内容を実

■補助金上限 

事業費の 1/2 
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現できない場合が多く、その理由として、「技術がわかる人間がいない」、「コストを捻出できない」といった

ことが挙げられる。これに対応するため、技術者である省エネ専門家以外にも、経営のわかる専門家を配置

している。プラットフォーム事業者は公募で選ばれ、公募時に提出する事業計画に基づいて補助金が交付さ

れる。そのため、事業所側での費用は無料となり、省エネに関する相談を 15 回まで受けることができる。平

成 29 年度のプラットフォーム事業者は 44 となっている。 

 最後にエネマネ事業を説明する。エネマネ事業は、「エネルギー使用合理化等事業者支援事業」において、

工場・事業場単位での省エネルギー設備導入事業を支援している。エネマネとは、「エネルギーマネジメント」

の略称であり、EMS（Energy Management System：計測・見える化・制御等の機能を備えたエネルギーマネジ

メントシステム）を導入もしくは利用して、エネルギー使用量・運用状態を詳細に分析し省エネ対策を実施

する。特記として、事業所はエネマネ事業者を利用することで補助金の交付額を上げることができる（補助

金上限：事業費の 1/3→1/2）。平成 29 年度のエネマネ事業者は幹事者 88 社（全 187 社）となっている。 

1.3. 省エネルギー診断の対策提案項目 

 省エネルギー診断を行うと、事業所の運用における改善提案、設備機器の導入・更新の対策提案が行われ

る。どのような提案が多いかを CO2 削減ポテンシャル診断事業とエコチューニング事業について分析する。 

 CO2 削減ポテンシャル診断事業の場合では、診断結果報告書に対策メニューが 113 項目記載されており、

この中から選択するか、新しいものを提案するかのいずれかとなっている。平成 27 年度 CO2 削減ポテンシャ

ル診断で対策メニューから提案された項目を、業務部門の 3,000t-CO2 以上の事業所、3,000t-CO2 未満の事

業所にわけて図 5、図 6 に示す。図 5 から、設備機器更新・導入においては、「LED 照明の導入」がトップと

なっており、次いで「インバータ等によるポンプの可変流量制御（VWV:Variable Water Volume）」、「高効率

マルチエアコンの採用」と続いている。運用改善においては、「外気取入量の縮小」、「コイル・フィルター、

熱交換器の清掃」、「ボイラー、冷温水機等の燃料設備の空気比改善」等となっている。なお、各対策提案 

 
図 5 平成 27 年度 CO2 削減ポテンシャル診断の上位提案項目（業務部門 3,000t-CO2/年以上の事業所）7 

 

                              
7 http://co2-portal.env.go.jp/files/report/2015/H27_report.pdf（アクセス日：2018 年 1 月 30 日） 株式会社三菱

総合研究所．平成27年度経済性を重視したCO2削減対策支援事業に係るCO2削減対策分析等委託業務報告書P.ⅱ 表-1、

P.19 図 2-1 をもとに当社作成 

N:17 事業所 
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の上位項目の内容については、以降のものも含めて、表 2にて説明する。 

図 6から、設備機器更新・導入においては、「LED 照明の導入」、「高効率空調機への更新」、「インバータ等

によるポンプの可変流量制御（VWV）」となっており、運用改善では「空調・換気運転時間の短縮」、「不要照

明・不要時間帯の消灯」、「冷暖房設定温度・湿度の緩和」の順となっている。対策項目としては、いずれも

同様の項目が挙げられており、規模による提案項目の違いはないように見られる。 

 

図 6 平成 27 年度 CO2 削減ポテンシャル診断の上位提案項目（業務部門 3,000t-CO2/年未満の事業所）8 

 図 7 にエコチューニング事業で多い対策項目の一覧を示す。エコチューニングでは、運用改善・設備機器

導入・更新を分けていない。対策の多い項目は、「空調 室内設定温度」、「照明 廊下・ホールの消灯・間引

きの徹底」、「空調 運転時間の短縮など機器の起動・停止時間の最適化」の順となっている。エコチューニ

ングは、CO2 削減ポテンシャル診断と違い、業務期間が長くなるので運用に関する項目である「機器の起動・

停止時間の最適化」、「運転時間帯・運転方法の検討」といった項目がある点に特色がある。 

 

図 7 平成 26 年度エコチューニング対策項目の導入状況9 

 

                              
8 http://co2-portal.env.go.jp/files/report/2015/H27_report.pdf（アクセス日：2018 年 1 月 30 日） 株式会社三菱

総合研究所．平成27年度経済性を重視したCO2削減対策支援事業に係るCO2削減対策分析等委託業務報告書P.ⅱ 表-1、

P.25 図 2-3 をもとに当社作成 
9 http://www.j-bma.or.jp/eco-tuning/h28seminar/pdf/doc_2.pdf（アクセス日：2018 年 1 月 30 日） 一般社団法人日

本ビルエネルギー総合管理技術協会．業務部門の CO2 削減を実現する「エコチューニング」エコチューニングの導入効果

と実践フローP.2 をもとに当社作成 

N:103 事業所 

N:194 事業所 

※「LED 照明の導入」 

が 100％を超えているが、 

同一事業所において、 

複数の提案が行われて 

いるためと考えられる。 
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表 2 対策提案上位項目の説明10 

対策提案項目 内 容 

インバータ等によるポンプの可変流量制御（VWV） 中央方式の空調設備において、熱源機と空調機の間を循環

する冷温水量を常に一定とするのではなく、熱負荷（熱の

需要）に応じて冷温水量を変化させる制御。これによりポ

ンプの搬送動力を低減することができる。 

高効率マルチエアコンの採用 空調機器は最新機器の方が、性能が向上している。性能の

よい機器に更新することで、更新前と同じ熱負荷を処理し

ても空調エネルギー消費量が減り、省エネルギーとなる。

外気取入量の縮小 一般に、居室においては換気として新鮮な外気を取り入れ

る必要がある。外気導入の指標として、建築物における衛

生的環境の確保に関する法律（通称、ビル管法）にて CO2

濃度 1,000PPM が規定されている。この値を超えないよう

に外気導入量を調節することによって、外気負荷を減ら

し、省エネルギーを図る。 

コイル・フィルター、熱交換器の清掃 空調機等のコイル・フィルター、熱交換器を定期的に清掃

を行い、機内圧力損失や伝熱温度差軽減による圧縮機動力

や給気ファン動力の削減を図る。 

ボイラー、冷温水発生機等の燃料設備の空気比改善 ボイラーや冷温水発生機の燃焼装置（バーナー）は、空気

比（＝実空気量/理論空気量）が大きくなると、燃焼に寄

与しない空気（酸素、窒素）が増え、この空気の昇温に熱

量を奪われ排気量も増えるため、燃焼効率が低下する。燃

料消費量に応じて空気比を調整することで燃焼エネルギ

ー消費量の削減を図る。 

高効率空調機への更新 高効率マルチエアコンの採用と同内容 

 

空調・換気運転時間の短縮 土曜日・休日、年末年始休暇、1 年を通じて同じ時間での

予冷予熱運転、在室人員の不在時等の空調換気運転を停止

することにより、運転時間を短縮し、空調設備のエネルギ

ー消費量の削減を図る。 

不要照明・不要時間帯の消灯 不使用時や不使用室（給湯室等）の点灯、昼休みの全室点

灯等のこまめな消灯を行い照明電力消費量の削減を図る。

冷暖房設定温度・湿度の緩和 一般的に冷暖房温度を 1℃緩和することにより、熱源設備

で消費されるエネルギーは 10％程度削減できる。 

照明 廊下・ホールの消灯、間引きの徹底 廊下・ホールは照明器具が多いので、必要照度が確保でき

る範囲で消灯、間引きを行うことで、照明電力消費量を削

減する。 

空調 運転時間の短縮など機器の起動・停止時間の最適化 空調機が起動して空調が効くまでの時間、終業時空調を停

止しても支障がない（クレームがでない）時間を最適化し、

空調設備エネルギー消費量を削減する。 

空調 運転時間帯・運転方法の検討 朝の空調起動時間等、特定の時間に運転が集中しないよう

に分散運転したり、空調の発停時間を見直したりして運転

時間を減らし、空調設備エネルギー消費量の削減を図る。

 

 

                              
10 http://co2-portal.env.go.jp/tech（アクセス日：2018 年 1 月 17 日） 環境省 HP.事業者のための CO2 削減対策 Navi. 

CO2 削減対策メニュー 業務部門をもとに当社作成 
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2. 省エネルギー診断の事例 

ここでは、当社において実際に行った省エネ診断の 4 事例について解説する。事業所用途は、公立高校、

地域集会施設、大規模官庁舎、ホテル・スポーツクラブ・飲食店を有する複合施設となる。 

2.1. A 事業所（公立高校） 

A 事業所は、築 70 年を超える公立高校であり、非常に老朽化している。一般教室以外に特別教室（理科系

実験室、調理室、PC 教室等）、プール、体育館といった施設がある。既に実施されている省エネ項目として

は照明の間引き、消灯、デマンド警報装置の設置等が行われていた。 

エネルギー使用状況を図 8、9 に示す。図 8 から電気と都市ガスの割合が 7：3 となっており、都市ガスの

主な供給先は冷温水発生機、プール用のボイラーとなっている。図 9に 1次エネルギー使用量原単位11推移を

示す。学校なので夏休みがあり、夏よりも冬の方のエネルギー使用量が大きくなっている。 

        
図 8 平成 27 年度 1次エネルギー使用量内訳12    図 9 1 次エネルギー使用量原単位推移（H25～27 年）13 

対策提案の一覧を表 3に示す。運用で 4提案、更新で 3提案を行った。CO2 削減量が一番大きかったのは、

運用で「空調 EHP（Energy Heat Pump:電気モータヒートポンプエアコン）室外機の日除け」、導入・更新で

「空調 EHP 集中リモコンの導入」となった。全ての提案でのエネルギー削減量は 21.68 MJ14/㎡・年（全体エ

ネルギー使用量の▲3.7％）、CO2 削減量は 2.72 kg-CO2/㎡・年（全体 CO2 排出量の▲9.4％）となった。CO2

排出量の削減幅が大きいのは、排出係数の影響を受けているからと考える。 

表 3 A 事業所・対策提案一覧15 

種別 対　　策
エネルギー

削減量原単位

（MJ/㎡・年）

CO2削減量
原単位

（kg-co2/㎡・年）

削減コスト
（円/㎡）

導入コスト
（円/㎡）

投資回収
年数（年）

備考

運用 EHP室外機の日除け 2.59 0.35 13.7 ― ―

運用 冷温水発生機の冷水出口温度の調整 2.63 0.13 4.4 ― ―

運用 不要部分の空調機停止 1.81 0.25 9.6 ― ―

運用 調理室他換気の不要時停止 1.30 0.18 6.8 ― ―

更新 ＬＥＤ照明の導入（教室） 4.21 0.57 22.2 361.9 16.3

更新 トイレ照明に人感センサー導入 0.09 0.01 0.5 20.0 42.8

更新 EHP集中リモコンの導入 9.05 1.23 47.8 15.0 0.3 導入コストはリモコン本体のみ

計・・① 21.68 2.72 105.0 397.0 3.8

建物全体のエネルギー使用量原単位・CO2排出量原単位・・② 579.87 29.03

削減量割合①÷② 3.7% 9.4%  

                              
11 1 次エネルギーとは、化石燃料等のように自然から得られるエネルギーのこと。電気（kWh）、都市ガス（㎥）等は単位

が異なるので、1次エネルギーに換算して、同じ単位（J：ジュール）で扱う。原単位とは、1次エネルギーを基準となる

もので割ることであり、ここでは延床面積としている。こうすることで他の建物と比較することができる。 
12 当社作成 
13 当社作成 
14 MJ はメガジュールと読み、M:メガは 10 の 6乗、J:ジュールは仕事、エネルギーの単位を示す。 
15 当社作成 
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2.2. B 事業所（地域集会施設） 

B 事業所は、築 15 年と比較的新しい建物である。用途は地域集会施設であり、ホール、集会所、図書館と

いった室がある。また、低層でコンクリート打ち放し、ガラス面が多い建物となっており日射の影響を受け

やすくなっている。ブラインド、カーテン等を利用することが非常に効果のある建物である。 

エネルギー使用状況を図 10、11 に示す。図 10 より電気と都市ガスの割合は 6：4となっている。空調は個

別方式であり、電気を熱源とした EHP と都市ガスを熱源とした GHP（Gas Heat Pump:ガスヒートポンプエア

コン）を併用しており、その比率は 2：8 程度となっている。（GHP の使用割合が大きい。）図 11 からは、夏

の使用量が大きくなっていることがわかる。 

   
図 10 2016 年度 1次エネルギー使用量内訳16  図 11 1 次エネルギー使用量原単位推移（2014～2016 年）17 

表 4 に対策提案一覧を示す。対策効果の高い項目は、運用項目で外気冷房、更新項目で多目的ホールでの

CO2 制御（室内 CO2 濃度に応じて外気量を多くしたり、少なくしたりする。）導入となっている。外気負荷は

空調負荷全体の 3 割程度を占めるので、対策効果が高くなっている。全ての提案でのエネルギー削減量は

204.41 MJ/㎡・年（全体エネルギー使用量の▲15.1％）、CO2 削減量は 14.28 kg-CO2/㎡・年（全体 CO2 排出

量の▲21.3％）となった。導入・更新提案の中で事業所から検討依頼のあった太陽光発電の導入を提案した。

屋上に制限があり、設置スペースが十分にとれないので、投資回収年数が非常に長くなっている。 

表 4 B 事業所・対策提案一覧18 

種別 対　　策
エネルギー

削減量原単位

（MJ/㎡・年）

CO2削減量

原単位

（kg-co2/㎡・年）

削減コスト
（円/㎡）

導入コスト
（円/㎡）

投資回収
年数（年）

備考

運用 照明の間引き、消灯 3.17 0.42 15.6 ― ―

運用 冷暖房設定温度の緩和 52.15 3.22 108.4 ― ―

運用 外気取入量の見直し 15.65 0.97 32.5 ― ―

運用 外気冷房（中間期の送風のみ運転） 54.35 3.36 113.0 ― ―

運用 2階調理室のブラインドの有効利用 1.31 0.07 2.2 ― ―

更新 1階多目的ホール空調にCO2制御を導入 50.58 3.03 101.5 935.5 9.2

更新 デマンド制御の導入 ― ― 47.6 172.2 3.6 電力基本料金を下げている

更新 B1階男子女子更衣室に節水型ｼｬﾜｰﾍｯﾄﾞの導入 ― ― 15.0 6.6 0.4 水道料金を下げている

更新 太陽光発電の導入 27.21 3.63 133.8 6,085.0 45.5

計・・① 204.41 14.28 569.6 7,199.3 12.6

建物全体のエネルギー使用量原単位・CO2排出量原単位・・② 1349.58 67.06

削減量割合①÷② 15.1% 21.3%  

 

                              
16 当社作成 
17 当社作成 
18 当社作成 
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2.3. C 事業所（大規模官庁舎） 

C 事業所は、築 25 年以上が経過している大規模官庁舎となっており、複数の建物から成り立っている。設

備機器の更新時期にもきており、診断時にも LED 照明への改修工事を実施していた。エネルギー管理体制は、

日報にて施設管理者、建物管理会社で確認を行っており良好な状況であった。 

エネルギー使用状況を図 12、13 に示す。図 12 から 1 次エネルギー使用量の内訳は、電気が 8 割、都市ガ

スが 2 割程度となっている。発電機試運転で灯油の使用が若干ある。空調熱源がガス焚冷温水発生機、ボイ

ラーとなっており、都市ガス使用量の 9割程度が空調用途となっている。図 13からは、夏の使用量が一番大

きくなっており、冬と中間期の差があまり見受けられない。3 年間の動きも同じような動きとなっており安

定した運用が行われていると思われる。 

     
図 12 2016 年度 1次エネルギー使用量内訳19   図 13 1 次エネルギー使用量原単位推移（2014～2016 年）20 

表 5 に C 事業所で提案した対策提案項目一覧を示す。大規模建物なので、他の事例と比べて削減量、削減

コストが大きくなっている。エネルギー削減量で一番効果のあったものは、「空調加湿方式の変更」であり、

32.33 MJ/㎡・年（全体エネルギー使用量の▲3.2％）であった。これは加湿方式を蒸気式から気化式（水を

滴下させて加湿する）へ提案したものである。CO2 削減量で一番効果のあったものは、「照明器具の LED 化」

であり、3.07 kg-CO2/㎡・年（全体 CO2 排出量の▲7.3％）であった。照明器具の台数が多いので削減効果が

大きくなっている。提案した全項目のエネルギー削減量割合は▲8.2％、CO2削減量割合は▲18.5％となった。 

表 5 C 事業所・対策提案一覧21 

種別 対　　策
エネルギー

削減量原単位

（MJ/㎡・年）

CO2削減量

原単位

（kg-co2/㎡・年）

削減コスト
（円/㎡）

導入コスト
（円/㎡）

投資回収
年数（年）

備考

運用 冷温水2次ポンプの運転台数調整 1.85 0.25 7.5 ― ―

運用 駐車場換気方式の見直し 14.74 2.00 59.8 ― ―

運用 2階電算室空調運転方法の改善 0.22 0.03 0.9 ― ―

運用 冷却塔補給水量の見直し ― ― 2.0 ― ― 水道料金を下げている

運用 各室換気運転スケジュールの見直し 0.95 0.13 3.9 ― ―

更新 冷温水発生機の更新 6.69 0.33 8.0 149.6 18.8

更新 給湯の局所化 3.70 0.32 5.1 28.1 5.5

更新 空調加湿方式の変更 32.33 1.61 28.8 517.9 18.0

更新 照明器具のLED化 22.61 3.07 155.5 2,210.7 14.2

更新 蒸気バルブの保温 0.13 0.01 0.2 1.6 9.7

計・・① 83.22 7.75 271.6 2,907.8 10.7

建物全体のエネルギー使用量原単位・CO2排出量原単位・・② 1013.79 41.92

削減量割合①÷② 8.2% 18.5%  

                              
19 当社作成 
20 当社作成 
21 当社作成 
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2.4. D 事業所（複合施設） 

D 事業所はホテル、スポーツクラブ、会議室、飲食・物販店舗から成る複合施設であり、竣工後 17 年が経

過している。エネルギー使用状況を図 14、15 に示す。空調熱源として、地域冷暖房（DHC:District Heating 

and Cooling）から冷水と蒸気を受け入れており、図 14 から電気が 6 割、蒸気・冷水で 4 割となっており、

他に厨房等で使用される都市ガスがわずかにある。図 15 からは、夏と冬の使用量が多くなっており、一番使

用量の多い月は 1 月となっている。3 年間の推移としてはほぼ同じ動きとなっており、安定した運用を行っ

ていると考えられる。 

     

図 14 平成 26 年度エネルギー使用量内訳22   図 15 1 次エネルギー使用量原単位推移（平成 24～26 年）23 

 表 6 に D 事業所の対策提案項目一覧を示す。D 事業所も比較的大規模事業所となるので、削減量、削減コ

ストが大きくなっている。エネルギー削減、CO2 削減ともに一番効果のあったものは、「蒸気設備の供給範囲

見直しによる省エネ効果」であり、エネルギー削減量は 178.65 MJ/㎡・年（全体使用量の▲7.6％）、CO2 削

減量は 10.72 kg-CO2/㎡・年（全体排出量の▲9.7％）となった。この提案内容は、C 事業所にあったものと

同様に空調加湿方式を蒸気から気化式（水を滴下して加湿する）へ変更するものであり、気化式に変更する

ことで DHC から引入れている蒸気使用量を減らすことで省エネ効果を図っている。運用の方で効果のあった

ものは、駐車場の換気を見直した「CO2 濃度による外気低減量の検討」であり、エネルギー削減量は 120.52 MJ/

㎡・年（全体使用量の▲5.1％）、CO2 削減量は 7.23 kg-CO2/㎡・年（全体排出量の▲6.6％）となった。 

表 6 D 事業所・対策提案項目一覧24 

種別 対　　策
エネルギー

削減量原単位
（MJ/㎡・年）

CO2削減量

原単位
（kg-co2/㎡・年）

削減コスト
（円/㎡）

導入コスト
（円/㎡）

投資回収
年数（年）

備考

運用 駐車場換気方式検討 3.22 0.44 17.9 ― ―

運用 CO2濃度による外気量低減の検討 120.52 7.23 725.7 ― ―

更新 給湯設備の見直しによる省エネ効果 2.58 0.35 64.5 370.8 5.7

更新 蒸気設備の供給範囲見直しによる省エネ効果 178.65 10.72 859.9 403.7 0.5 空調機の更新費用は含んでいない

更新 ファンコイルユニットの冷温水温度差確保の提案 1.66 0.22 9.2 更新時に実施 ―

計・・① 306.62 18.96 1,677.2 774.5 0.5

建物全体のエネルギー使用量原単位・CO2排出量原単位・・② 2346.40 109.90

削減量割合①÷② 13.1% 17.3%  

                              
22 当社作成 
23 当社作成 
24 当社作成 
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2.5. まとめ 

この章では、4事業所における事例を示した。表 7に各事業所の省エネ診断によるエネルギー削減量と CO2

削減量を示す。A・B事業所は中小規模であり、C・D事業所は大規模事業所である。削減量の値は大規模事業

所の方が非常に大きくなることがわかる（エネルギー削減量、CO2 削減量でともに 30 倍程度）。この理由と

して、大規模事業所ではシステムが複雑になっている点、機器の台数が多くなる点が考えられる。 

表 7 各事業所の省エネ診断によるエネルギー削減量原単位と CO2 削減量25 

事業所
エネルギー削減量

原単位
（MJ/㎡・年）

CO2削減量
原単位

（kg-co2/㎡・年）

A事業所 21.68 2.72

B事業所 204.41 14.28

C事業所 83.22 7.75

D事業所 306.62 18.96  

 

中小事業所と大規模事業所を比較するために、図 16 で各事業所のエネルギー削減率（省エネ診断によるエ

ネルギー削減量/建物全体のエネルギー使用量）と CO2 削減率（同 CO2 削減量/同 CO2 排出量）の比較を行っ

た。図 16 から、C,D 事業所のような大規模事業所では比較的事業所間の差が少ないが、A,B 事業所のような

中小事業所では事業所間の差が大きくなることがわかる。また、全ての事業所における削減量の平均値はエ

ネルギー削減率が 9.4％、CO2 削減率が 17.8％となり、これが省エネ診断の効果となる。 

 
  図 16 各事業所のエネルギー削減率と CO2 削減率の比較26 

 

3. 省エネルギー診断の課題とその対策 

3.1. 省エネルギー診断の課題 

省エネ診断は建物規模にもよるが、1、2 名の専門家により、事前調査によるエネルギー使用量の確認、1

日程度の現地踏査などに基づき対策提案を検討し、診断報告書を作成する。また、受診事業所には負担をか

けずに、窓口担当者とのヒアリングにて運用状況を把握している。このような点が、診断推進上の弱点にも

なっていると考える。現状の主な課題は、時系列で考えると以下のようなものであり、図-17 にも示す。 

 

① 事前調査時点で頂く資料、エネルギー使用量データが十分ではない場合がある 

 事前調査において事業所から竣工図等の資料、エネルギー使用量データを受領するが、築年数の経過して

                              
25 当社作成 
26 当社作成 
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いる建物の場合、竣工図等の資料がなく、事業所概要を十分に把握することができない場合がある。この

場合、現地踏査において確認することになる。また、中小事業所においてはエネルギー使用量データが十

分でない場合がある。そのため、断片的なエネルギー使用状況で診断を行うことがある。 

 

② 診断期間が短いので、十分な状況を把握することができない 

 一般的に現地踏査は 1 日程度であり、そこで計測を行っても 1 週間～1 カ月程度のデータしか得られない

と思われる。そのため、現地踏査時期以外の季節についての運用状態を知ることができないので、1 年間

を通した設備機器の運用を考慮した対策提案ができないと考える。特に、空調・中央方式で熱源機が複数

ある場合には、夏・冬・中間期の運用を考慮すべきであり、部分負荷に対応する提案が重要と考える。 

 

③ 対策提案の実施を行うことができない 

省エネ診断後に対策提案を実施しようとしても、事業所側に技術的な知識を持った人がいないと、どのよ

うに行ってよいかがわからず、対策提案を実施できない場合がある。また、省エネ診断は契約内容にもよ

るが、診断を行う者は、診断結果報告書を提出して終了するケースがほとんどであると思われる。そのた

め、対策提案をどの程度実施しているかを把握できないことが多い。2.で当社の事例を記載したが、この

中でも、その後どの提案を実施しているかを、すべては把握できていない。 

 

④ 対策提案を実施した場合、十分な効果検証ができない。 

省エネ診断後に対策提案を実施した場合においても、事業所側に技術的な知識を持った人がいないと、効

果検証を行うやり方がわからず、“やりっぱなし”になってしまうことが多い。また、十分な効果がえられ

ないときに、“どのような改善案を行えばよいか”がわからない場合が多い。 

 

 

図 17 省エネ診断の課題27 

 

3.2. 省エネルギー診断の課題に対する対策 

先に述べた課題に対する対策を考える。①事前調査時点で頂く資料、エネルギー使用量データが十分にな

い場合がある、という課題に関しては施設側の管理の問題であり、診断側では十分なフォローができない部

                              
27 当社作成 
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分と考える。このような場合に診断を行うときは、現地踏査・ヒアリングに時間をかけて建物状況を十分に

把握し、エネルギー使用量の不足部分があるときは、計測を追加で行い対応することが考えられる。また、

事業所においては、資料・データは重要なものになるので、極力どのように保管していくかを検討すること

が望まれる。次に、現状の省エネ診断の範囲では対応できないと思われる、②診断期間が短いので、十分な

状況を把握することができない、③対策提案の実施を行うことができない、④対策提案を実施した場合十分

な効果検証ができない、というそれぞれの課題に関しては図-18 の“支援型”省エネ診断を提案する。診断

を行う者は省エネ診断だけを行うのではなく、特に中小企業のように社内で技術的な人材を有していない事

業所において、省エネに関する PDCA 活動に合わせて事業所と一緒に作業を行う。特に P→D へ行くところが

重要と考える。診断完了後に、どの対策提案を行うかを事業所と一緒に検討し、場合によっては経営層、関

連部署への説明も必要になるため、技術面ではわかりやすい説明が必要になると考える。実施にあたり一番

問題になると思われるコスト面に関しては、補助金制度の活用、投資回収年数を算出するコストの精度を上

げることが必要である。可能であれば発注する施工会社へのコスト圧縮も行うことが考えられる。当社では、

設備機器更新・導入の中長期計画と合わせて提案することが可能である。対策実施後は効果検証を実施し、

更なる改善を実施していくことを支援する。このような現状の省エネ診断を超えた省エネ活動支援を行うこ

とが、今後必要になってくると考える。 

 

 

図 18 現状の省エネ診断フローと“支援型”省エネ診断フロー28 

 

                              
28 当社作成 
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おわりに 

省エネ活動を行うことは、温室効果ガス排出量削減、資源の有効利用のいずれの観点から見ても重要なこ

とである。その元となる省エネ診断を行うことは、特に社内でエネルギー管理体制の確立されていない中小

事業所において、今後益々重要なものになってくると考えられる。 

「1.2.省エネルギー診断の種類」で述べたように、省エネ診断には事業主体によって、いろいろな種類が

ある。表 8 にあらためてそれを一覧にまとめた。省エネ診断と CO2 削減ポテンシャル診断はほぼ同じ内容で

ある。エコチューニング、省エネルギー相談地域プラットフォーム、エネマネ事業は、省エネ活動である PDCA

サイクルに関わる事業である。また、省エネ対策で挙げられる項目で多かったものは、設備機器の導入・更

新では「LED 照明の導入」、「インバータ等によるポンプの可変流量制御（VWV）の導入」、運用改善では「不

要照明の消灯・間引き」、「冷暖房設定温度の緩和」等であった。 

表 8 省エネ診断等の一覧29 

事業名 費用・内容 

省エネ診断(省エネルギーセンター他) 無料・中小事業所向け 

CO2 削減ポテンシャル診断 補助金・診断報告会は必須、自主的なフォローアップあり 

エコチューニング 無料（エネルギー削減費用をわけあう）・省エネ PDCA 活動を行う 

省エネルギー相談地域プラットフォーム 無料・中小事業所向け、省エネ PDCA 活動内で 15 回まで相談可能 

エネマネ事業 補助金・省エネ PDCA 活動を行う 

省エネ診断事例では、4 つの事業所における事例を説明した。診断を行うことで対策提案が挙げられ、省

エネ活動を行っていく元となる部分ができる。省エネ診断による効果は、全事業所における平均値でエネル

ギー削減量が 9.4%、CO2 削減量が 17.8%となった。特に、大規模事業所はシステムが複雑になっている点、

機器の台数が多くなる点で削減量の値が大きくなる傾向があり、空調と照明でその影響が顕著である。 

3.2 省エネルギー診断の課題に対する対策の項で述べた内容を表 9 に示す。表 9 から、一番大切なことは

“対策提案を如何に実施するか”という点であり、診断を行う者が診断以降の対応に関わっていくことが重

要と考える。診断を行う側として、“事業所と一緒に省エネ活動を行っていく”という姿勢が大事である。 

表 9 省エネ診断の課題と対策30 

課 題 対 策 

十分な資料、データがない 現地踏査、ヒアリング、計測等で対応する 

診断期間が短い 診断だけでなく、省エネ活動全般で支援する 

対策提案の実施を行うことができない 
診断だけでなく、省エネ活動全般で支援することで実施、

P→Dへの支援を行う 

対策提案実施後の効果検証を行うことができない 上述に加えて、対策提案後の効果検証を支援する。 

  

これからの省エネ診断は診断を行って終わりではなく、実際に対策提案を実践していき、効果検証・確認

を行い、改善を行うところまで実施することが重要と考える。特に技術的な人材を有していない中小事業所

においては、診断を行う者と一緒に省エネ活動を行うことで、更なる省エネルギーを推進することができる。 

                              
29 当社作成 
30 当社作成 
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